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研究成果の概要（和文）：本研究においては、会社の労働法令遵守のための規律付けの一つとして、取締役の労
働者に対する損害賠償責任に関する考察を行った。近時、日本では会社の賃金未払事件や安全配慮義務違反に関
する事件において、取締役が会社法429条に基づき、労働者に対して未払賃金額相当額の損害賠償の支払いや人
身損害に係る損害賠償が求められる事案が散見される。本研究では、アメリカ及びカナダにおける取締役の賃金
責任に係る比較法的考察を通じて、取締役の賃金責任の根拠を明らかにし、また労働者の財産的・人身的損害に
ついての取締役の責任を日本法研究により検討を行った。本研究では一定の要件の下での取締役責任を負わせる
べきとの結論に至った。

研究成果の概要（英文）：I researched a director's liability for wages and damages of employees for a
 compliance with labor law. I recently find that there are a few cases which employees try to 
establish directors' responsibility for unpaid wage and damages of employees by a corporation under 
the provision of Corporate Act §429 in Japan. In this research, I clarified the reason of director'
s liability for unpaid wage and damages of employees by considering the director's liability for it 
in the United States of America and Canada. I conclude that the wages of employees have to be 
protected in the same way as involuntary claim under the circumstances and employees can claim the 
damages to directors. 

研究分野：民事法学

キーワード： 取締役の責任　賃金責任　間接有限責任と債権者保護　労働コンプライアンス　会社の法令遵守
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１．研究開始当初の背景 
 1980 年代以降、会社の未払賃金（未払残
業代を含む。以下同じ）について、取締役個
人に対して未払賃金相当額の損害を賠償す
るよう求める事案が、散見される。また近時
は、単に、会社の未払賃金について取締役が
個人責任を負うような事案だけではなく、よ
り広い問題において取締役が労働者に対し
て損害賠償責任を負う事案が増えている。例
えば、労働者の過労死等について取締役が個
人責任を負うとされた事例（大阪高判平成 23
年 5月 25日労判 1033号 24頁〔大庄ほか事
件〕）も存するところである。このような事
案においては、未払賃金そのものを請求する
というより、未払賃金相当額を会社法 429条
1 項に基づき損害賠償請求するものであるが、
いくつかの裁判例は当該請求を認容してき
た。そもそも本来であれば、使用者たる会社
の未払賃金は会社の労働者に対する債務不
履行だが、それを取締役個人に対して損害賠
償責任という形とはいえ、代わりに請求する
ことが妥当であるのか、ということが問題と
なる。加えて、過労死事案のように会社の安
全配慮義務違反のようなケースにおいても
労働法令の規律付けという観点からの問題
提起がなされはじめている。本研究開始当初
において、上記のような裁判例が見られるこ
とから、単に、会社法 429条 1項の問題とし
てではなく、また、判例研究の一環としてで
はなく、より根本的に、会社の安全配慮義務
違反や未払賃金について取締役が個人責任
を負うことの正当性について検討を行うこ
ととした。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、上記１で述べたように、まず、
近時、しばしば見られる、会社の未払賃金に
ついて取締役が個人責任を負うことの正当
性・合理性について、株式会社の間接有限責
任と会社債権者（労働債権者）保護という観
点から、考察を行うことが目的である。より
具体的にいえば、従前、株式会社の間接有限
責任と会社債権者の保護という研究は、盛ん
に行われていたが、会社債権者のうち、労働
債権者保護というものについては、それを意
識的に研究してきたものはほとんどなかっ
た。そこで、本研究では、上記のような問題
意識の下で、会社の未払賃金に係る取締役の
個人責任について、そもそも責任を課すこと
自体の合理性、そして、たとえ責任を課すこ
とに合理性があるとしても、全責任を負わせ
ることの妥当性（逆に言えば、責任を課す場
合の要件や、責任限定等のあり方）について
検討を行うことを目的とした。加えて、会社
の安全配慮義務違反に関する事案との関係
でも労働法令遵守の規律付けという観点か
らも検討を行った。 
 
３．研究の方法 
 研究の方法としては、伝統的な法学研究で

見られる比較法的考察を用いた。会社の未払
賃金に係る取締役の個人責任については、日
本では比較的最近になって、裁判例等で注目
されるようになったが、取締役の責任に関し
て広範な議論がなされているアメリカ法を
参照し、同種の事案が存在しているのか、そ
して同種の事案が存在しているのであれば、
どのような解決方法がなされているのか、と
いうことを明らかにした上で、日本法への示
唆を得る形で研究を行った。そこで、第一に、
本研究に関する日本法における裁判例を概
括的にサーベイし、その上で、アメリカ法及
びカナダ法における裁判例及び学説上の議
論を参照し、その背後にある考え方・社会的
背景も踏まえた上で、どのように解決してい
るのか、それにはどのような妥当性があるの
か、そして、更にどのような場合に、取締役
に対して会社の未払賃金について個人責任
を課しているのか等について示唆を得た上
で、考察を行った。なお、以下の研究成果に
ついては、まずは、研究会報告による形で公
表し、また、いくつかの論点については、論
文・判例研究という形で公表を行っている。 
 
４．研究成果 
４－１．取締役の賃金責任等の判例研究 
 まず、本研究の研究開始当初の背景ともな
った、日本の会社の未払賃金に係る取締役の
損害賠償責任が問題となった裁判例につい
てサーベイを行った。なお、いずれも取締役
の対第三者責任に関するものであり、悪意又
は重過失により、取締役が任務懈怠をし、第
三者に対して損害を与えた場合には当該損
害を賠償する責任を負うとされる会社法 429
条 1項に基づく責任が争われている。他方で、
会社の違法な解雇や会社分割による取締役
労働者に対する損害賠償責任についても争
われており、このような観点からの研究成果
として、後掲発表論文④⑫が挙げられる。④
は、違法な解雇により労働者に財産的損害が
生じた場合について、⑫は、労働組合を排除
する目的で会社分割を行い、労働者に対して
財産的損害を与えた事案に関する裁判例の
検討を行った。 
 他方で、前述した大庄ほか判決で見られる
ような会社の安全配慮義務違反に関して取
締役の責任を認める事例においては、取締役
の法令遵守体制構築義務との関係で指摘が
なされており、会社の法令遵守のための規律
付けも問題となる。労働者との関係ではない
が、このような会社の法令違反行為に関わる
取締役の民事責任について検討をした成果
として、後掲発表論文⑩がある。 
 労働債権については、一定程度破産法上の
優先権が付与され、また賃金債務については
労働基準法により罰則付きで履行が強制さ
れているという点に着目されていることが
分かる。そこでは、立法政策上、複数の法制
度において労働債権の保護が強調されてい
ることから、間接有限責任との関係において



も同様の価値判断があるように見受けられ
る。しかしながら、単に、他の立法により、
優先権が認められるとか、罰則付きで履行が
強制されているということのみで、取締役に
個人責任を追及することが本当に認められ
るのかが、今一度検討されなければならない。
そこで、前述したように、本研究においては、
アメリカ法における取締役の労働者に対す
る賃金責任を中心に、本研究課題に係る考察
を行った。そして、裁判例の研究報告につい
ては、平成 29年 5月 6日開催の國學院専修
大学労働判例研究会にて報告を行った。 
 
４－２．アメリカ及びカナダにおける議論の
サーベイ 

 近時、アメリカ法においては、最低賃金違
反、未払賃金が生じているにもかかわらず、
賃金を適切に支払わないような公正労働基
準法（Fair Labor Standards Act, FLSA）違
反が生じている場合に、労働者は取締役や役
員に対して責任を追及することができると
いう連邦判決が登場している。 
 また、本研究を遂行している中で、当初の
本研究計画にはなかったが、比較法的考察の
中で、カナダ会社法における議論についても
参照した。というのも、カナダで連邦及び多
数の州の会社法において、明文でもって、取
締役の労働者に対する賃金責任を認めてい
ることが分かったからである。カナダにおい
ても、間接有限責任制度から労働債権者を保
護するための特別の法定責任であるとされ
ており、アメリカ法における取締役等の個人
責任に関する議論と軌を一にするものとい
うことができる。そこで、これら外国法にお
ける議論をまとめたものを、平成 27 年 8 月
23 日開催の北海道大学社会法研究会にて報
告を行った。 
 
４－４．各種企業等における債権者保護や労
働者保護に係る研究 

 以上、本研究では、アメリカ法及びカナダ
法を参照し、本研究における取締役の賃金責
任について検討を行ってきた。その中では、
取締役の労働者に対する賃金責任（厳密にい
えば、日本法においては、会社の未払賃金に
ついての取締役の労働者に対する損害賠償
責任ということになる）については、アメリ
カ及びカナダにおいても、同種の事案や問題
が提起されており、日本法に対しても重要な
示唆を与えるものであるように思われる。日
本法においても、株式会社の間接有限責任に
関する議論は当然に妥当し、かつ労働債権者
たる労働者の保護も妥当するものと考えら
れる。 
他方、より大きな問題として、会社の法令
遵守（コンプライアンス）の問題を改めて検
討を行わなければならない。そこで、やや特
殊ではあるが、海事企業における法的諸問題
として、後掲発表論文①②③⑥⑧⑨及び学会
発表①にて公表を行った。例えば、より詳し

く述べれば、海事企業においては近時、技術
革新により新たな法的な問題が生じうるこ
とが指摘されており、それへの対応策を検討
する必要が出ている。そこで、このような観
点から、①②③⑥を公表した。また、金融機
関及び一般事業会社における法的諸問題に
ついては、後掲発表論文⑤⑦⑬により公表し
た。とりわけ、会社において適切な手続等が
なされなかった結果として、様々な法的な問
題が生じうるが、それに係る法的紛争につい
て⑬によって検討を行った。加えて、商法・
会社法における労働者保護という点も考え
得るものと思われる。例えば、労働契約にお
ける商法規定の適用の問題について扱った
後掲図書①及び後掲発表論文⑪において公
表した。 
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